
資 料  １

雇用・能力開発機構に関する要望 

平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 １ ２ 日  

                     全 国 商 工 会 連 合 会 

 

１．商工会の組織 

 

  商工会は、「商工会法」（昭和 35 年法律第 89 号）に基づき設立された特別認可法

人であり、地区内の商工業者を会員としている。 

   平成 20 年 4 月 1 日現在、町村部を中心に全国に 1,905 設置されている。 

 

会員 100 万商工業者   

 

①商工会及び県連の組織・
事業の指導 

②商工業の調査研究 
③行政庁等への建議 
④商工業に関する技術の 

普及、検定の実施 

③行政庁等への建議 
②商工業の情報の収集 
 指導
①商工会の組織・事業の

③社会一般の福祉増進 
②行政庁等への建議 

  情報・資料の収集 
①商工業の相談指導、 

          専門経営指導員 2605 人

職員総数 1,160 人 （1 県連平均 40.5）
   うち商工会指導員  3716 人

          経営指導員  4,5738 人

職員総数 12,055 人（1 商工会平均 6.3 人）
うち事務局長  1,532 人 

  女性部員 146 千人
他に青年部員 60 千人

市町村商工会 1,905

都道府県商工会連合会 47

全国商工会連合会

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
職員総数 43 人（4 部 6 課 1 ﾁｰﾑ）

 ※上海海外事務所長 1 人
 

※ Ｈ20.4.1 現在 
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<地区内商工業者等数>（平成 20 年 4 月現在） 

 業 種 会員数 組織率 

 うち小規模事業者数  うち小規模事業者組織率

建 設 業 194,511 188,026 73.8% ― 

製 造 業 141,246 123,312 67.8% ― 

卸 売 業 28,781 23,079 51.5% ― 

小 売 業 236,442 215,135 63.2% ― 

飲食店・宿泊業 101,177 93,994 56.2% ― 

サ ー ビ ス 業 162,181 144,042 53.4% ― 

そ の 他 56,148 51,511 46.5% ― 

商
工
業
者 

計 921,116 839,099 61.1% ― 
商 工 業 者 以 外 の 
事 業 所 等 17,641 ― 56.6% ― 

合 計 938,757 839,099 61.0% 56.1% 
青年部員数 53,075 ― ― ― 

女性部員数 130,749 ― ― ― 

総合計 1,121,951 ― ― ― 

 
小規模事業者とは 製造・建設・卸売業 従業員数 ２０人以下 

         商業・サービス業  従業員数  ５人以下   

 

<人口規模別商工会数>    
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２．提出文書 

 

国が関与する職業訓練に関する意見 

 

平成 20 年 11 月 12 日 

全国商工会連合会 

 

雇用・能力開発機構は、独立行政法人整理合理化計画（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定）に

おいて、「法人自体の存廃について 1 年を目途に検討を行う」とされ、現在、その見直しが行

われているところである。 

 

雇用・能力開発機構では、失業者の早期再就職を図るための離職者訓練や、ものづくり分

野を中心に民間では実施していない中小企業向けの在職者訓練を実施しており、地域の雇用

確保や技術者の養成に大きく貢献してきた。これらの職業訓練は、雇用のセーフティネット

としての機能や中小企業の人材育成の場としての機能を兼ね備えており、国の関与がなけれ

ば実施が困難であるものと考えられる。 

 

仮に、国による職業訓練が廃止・縮小されるようなことになれば、中小企業による人材育

成・確保、製造業における技術・技能の継承など様々な面において問題が発生し、地元の中

小企業や産業振興に深刻な影響を及ぼしかねない。特に、地方においては職業訓練が地域経

済にとって非常に重要な役割を果たしているという実態を踏まえると、ますます都市と地方

との格差が拡大するのではないかと危惧される。 

 

ついては、雇用・能力開発機構が担ってきた職業訓練機能に関して、民間での実施が可能

な機能については速やかに移管を進めると同時に、公が担うべき機能については国と地方自

治体がそれぞれどのような役割分担で行うべきかを十分に議論し、国として真摯に対応すべ

きである。 

 

なお、小規模事業者も大企業と同じ料率で雇用保険料を負担していることを鑑み、職業訓

練については、合理化・効率化を進めるとともに、中小企業のニーズに合致した内容となっ

ているか再度見直した上で実施すべきである。 
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厚生労働大臣 枡添 要一  様 

 

職業能力開発総合大学校東京校の存続に関する要望 

  

 政府は、平成１９年１２月２４日閣議決定されました独立行政法人整理合理化計画に基づ

き、独立行政法人雇用・能力開発機構につきまして、廃止を含めて「１年以内を目途に検討

を行う」としており、現在、その見直しが行われております 

 

 雇用・能力開発機構の存廃問題は、独立行政法人のあり方の論議にとどまらず、国が行う

べき職業訓練行政のあり方を問う大きな問題と認識しております。 

 我が国の国家戦略である「技術立国」として維持・向上、発展するためには 

人材の確保・育成を国家的仕組みの中で検証し、時代の状況にあわせた対応を行い、ものづ

くり産業の基盤強化と継続を図っていくことが肝要であり、特に 

中小企業では少子高齢化の進展に伴う多くの課題を抱え、ものづくり現場を担う人材の育

成・確保が急務となっております。 

 

 小平市の商工事業者におきましても、職業能力開発総合大学校東京校が行う「ものづくり

訓練」を通じての実践技術者の輩出は、地域のものづくり基盤を強化する重要な役割を担い

つつ、地域中小企業の雇用確保や技術者育成に大きな貢献をもたらしております。 

 また、ものづくりのための訓練には、高度な設備を必要とし、訓練を指導する人材とノウ

ハウが求められることから、経営基盤の脆弱な中小企業では自らが行うことは困難でありま

す。 

 

 つきましては、ものづくり現場を担う若年実践技術者の育成、在職者への教育訓練の支援

等を行う独立行政法人雇用・能力開発機構が設置・運営する職業能力開発総合大学校東京校

の地域における現状を考慮され、今後の運営に当たっての不必要な事務・事業の見直しを行

ったうえで、存続について特段のご配慮を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 

平成２０年１０月２３日 

 

                               小 平 商 工 会 

                                神 石    實 



小 規 模 企 業 景 気 動 向 調 査 
[2008 年 10 月期調査] 

～製造業大幅悪化！原材料高・輸出減により 後退を続ける 小規模景況～ 
平 成 ２０年 １１月 １８日 
全 国 商 工 会 連 合 会 

＜調 査 概 要＞ 
調査対象：全国約 300 商工会の経営指導員 
調査時点：2008 年 10 月末 
調査方法：対象商工会経営指導員による調査票への選択記入式 

＜産 業 全 体＞ 
10月期の小規模企業景気動向調査によると、産業全体の業況DIは、マイナス72.7となり、70台という最低の水準に

戻った。産業全体のD.I.（景気動向指数・前年同月比）は、売上額がマイナス60.6（前月比マイナス6.2ポイント）、採算

がマイナス71.2（同マイナス3.8ポイント）、資金繰りがマイナス66.1（同マイナス5.1ポイント）、業況がマイナス72.7（同マ

イナス4.8ポイント）である。需要減、円高、株安などのトリプル要因に加え、米国金融不安の国内への影響が懸念され

ている事態。現状においても景況は厳しい上に、ダメ押しともなるマイナス要因は地方経済をどこまで悪化させるのか、

～製造業大幅悪化～という基調判断により、さらに後退を続ける今期の小規模景況である。 

＜製 造 業＞ 
製造業については、売上額がマイナス 55.0（前月比マイナス 10.2 ポイント）、採算がマイナス 70.7（同マイナス

1.9 ポイント）、資金繰りがマイナス 64.3（同マイナス 6.3 ポイント）、業況がマイナス 71.4（同マイナス 6.1 ポイント）
となった。売上額、採算、資金繰りがすべて悪化しており、特に売上額 DI は前月比マイナス 10.2 ポイントであり
大幅悪化である。自動車関連の製造業はここにきて、急速に悪化。「海外の動向が相当減少してきており、円高
のあおりを受け派遣社員の更新打ち切りが相次いでおり、先の見えない不安感が一層ましてきている。」、「自動
車関連の部品製造業は、受注減及び原材料高騰により売上、採算ともに悪化している。」といったコメントが多
数寄せられている。 

＜建 設 業＞ 
建設業については、完成工事額がマイナス 75.7（前月比マイナス 1.4 ポイント）、採算がマイナス 86.0（同マイ

ナス 1.3 ポイント）、資金繰りがマイナス 82.7（同マイナス 0.9 ポイント）、業況がマイナス 88.4（同マイナス 2.2 ポイ
ント）となった。DI 数値を見る限り、４項目 足下はマイナスではあるが、小幅悪化圏内である。また「土木・建設
関連業は官民ともに工事がなく、業者はリストラなどにより耐え忍んできたが、それも限界を超えた状況といえる。
年末を迎え危惧する事業所が多く、更に金融機関の対応等融資事情は最悪といえる。」といった声も聞かれる。 

＜小 売 業＞ 
小売業については、売上額がマイナス 59.0（前月比マイナス 3.6 ポイント）、採算がマイナス 68.6（同マイナス

5.3 ポイント）、資金繰りがマイナス 63.1（同マイナス 5.2 ポイント）、業況がマイナス 71.0（同マイナス 5.7 ポイント）
となった。売上額 DI はマイナス 3.6 ポイント小幅悪化。採算・資金繰り DI は大幅悪化である。すべての業種にお
いて仕入単価が上昇しているため、採算・資金繰りが悪化しているといえよう。特に食品では「中国製品をはじめ
とし、農薬等の混入物が入っていた商品では消費者の買い控えにより売上が激減となった。」前月期に続き「バ
ナナダイエット流行のため、バナナの流通がほとんどありませんでした。」という変り種のコメントも見受けられた。 

＜サービス業＞ 
サービス業については、売上額がマイナス 52.4（前月比マイナス 9.3 ポイント）、採算がマイナス 59.4（同マイ

ナス 6.5 ポイント）、資金繰りがマイナス 54.0（同マイナス 7.7 ポイント）、業況がマイナス 59.9（同マイナス 5.4 ポイ
ント）となった。主要 DI 3 項目は、今期大幅に悪化した。しかしながら一部地域限定ではあるが、「行楽地の施
設・ホテル旅館・飲食店等は、仙台・宮城ディスティネーションキャンペーン効果と良好な天候が続いていること
から、久しぶりに賑わいを見せている。」といった明るいコメントが見受けられた。 

【連絡先】：組織強化対策室 景況・景気動向調査ｸﾞﾙｰﾌﾟ 岡本  TEL：03-3503-1251（内線 247） 

E-mail：keikyo@shokokai.or.jp 

 - 1 -

 業 種
9月 10月 前月比 9月 10月 前月比 9月 10月 前月比

 売上額 ▲ 54.4 ▲ 60.6 ▲ 6.2 ▲ 44.8 ▲ 55.0 ▲ 10.2 ▲ 74.3 ▲ 75.7 ▲ 1.4
 採  算 ▲ 67.4 ▲ 71.2 ▲ 3.8 ▲ 68.8 ▲ 70.7 ▲ 1.9 ▲ 84.7 ▲ 86.0 ▲ 1.3
資金繰り ▲ 61.0 ▲ 66.1 ▲ 5.1 ▲ 58.0 ▲ 64.3 ▲ 6.3 ▲ 81.8 ▲ 82.7 ▲ 0.9
 業  況 ▲ 67.9 ▲ 72.7 ▲ 4.8 ▲ 65.3 ▲ 71.4 ▲ 6.1 ▲ 86.2 ▲ 88.4 ▲ 2.2

 業 種
9月 10月 前月比 9月 10月 前月比

 売上額 ▲ 55.4 ▲ 59.0 ▲ 3.6 ▲ 43.1 ▲ 52.4 ▲ 9.3
 採  算 ▲ 63.3 ▲ 68.6 ▲ 5.3 ▲ 52.9 ▲ 59.4 ▲ 6.5
資金繰り ▲ 57.9 ▲ 63.1 ▲ 5.2 ▲ 46.3 ▲ 54.0 ▲ 7.7
 業  況 ▲ 65.3 ▲ 71.0 ▲ 5.7 ▲ 54.5 ▲ 59.9 ▲ 5.4

産業全体 製造業 建設業

小売業 サービス業 注）D.I.（景気動向指数）は
各調査項目について、増加
（好転）企業割合から減少
（悪化）企業割合を差し引い
た値を示す。

mailto:keikyo@shokokai.or.jp


小規模企業景気動向調査(月次)
産業全体の業況…過去10年のトレンド…
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08年09月
リーマン破綻米国金融危機

01年/12月
－70．8

03年03月期～
イラク侵攻

04年08月期
アテネ五輪開催

01年09月　米国貿易ｾﾝﾀｰｱﾀｯｸ
同時多発ﾃﾛ発生

05年01月期
ライブドア事件

過去3回の
景気回復基調への踊場
(02年4月～03年7月）

過去3回の
景気回復基調への踊場

過去3回の
景気回復基調への踊場
(04年4月～05年5月）

02年01月期
ITﾊﾞﾌﾞﾙを経た後の景気の底

02年02月以降　米国等の外需拡大を背景とした
輸出に主導され、景気は回復に転じる

08年/10月
－72.7
01年水準以下
商工会調査 最低DI
景気の底

02年/01月
－68．5




